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1.第 2期データヘルス計画(令和 2年度修正版)の目的と背景 

小牧市では、保健事業実施指針に基づき、平成 27 年度から平成 29 年度を計画期間とした｢小

牧市第 1 期データヘルス計画｣での取り組みを踏まえ、平成 30 年度から令和 5 年度までを計画

期間とした｢小牧市第 2 期データヘルス計画｣(以下｢第 2 期計画｣という)を策定しました。その

第 2 期計画を基に、小牧市が優先的に解決すべき健康課題を把握し、被保険者の健康保持増進

に向けて必要な個別保健事業を実施しています。 

本計画は、令和元年度および令和 2 年度に実施した事業の評価、また、中間評価を踏まえた

令和 3年度から令和 5年度の目標の見直し等を主な目的としています。 

 

 

 

 

 

2.実施計画の評価(令和 2年度実施分) 

第 2 期計画(令和元年度修正版)で策定し令和 2 年度に実施した保健事業について、各目標に

対する個別事業の評価(令和 2年度末時点)を 2ページ～13 ページの表にまとめました。 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

環境の整備 

他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくりに関係する部
署と、情報交換及び個別保健事業
の見直しに伴う意見交換会を実施 

・保険医療課主体で実施 
 
・健康生きがい推進課、保
健センター、地域包括ケア
推進課、介護保険課と連携 

・各個別事業の効果検証
と評価を実施 
 
・保健事業に関する意思
の共有化を実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

健康いきいき 
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自発的な健康の
維持･改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイントを付与し、貯
まったポイントでサービスを受け
る 

・保健センター主体で実
施 
 
・取組みやすくするため、
チャレンジシートの説明
を簡潔にし、用紙サイズを
A3 二つ折 2 枚から 1 枚に
変更 

・健康いきいきポイント
対象事業について、庁内を
はじめ関係機関に対象と
なる事業の照会を実施 
 
・出前講座として｢ためよ
う！こまき健康いきいき
ポイント講座｣を実施し、
事業の周知を図った 

ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及び指導を受け
る機会を提供し、健康と生活習慣
を振り返るきっかけとする 
 
【概要】 
メタボリックシンドローム予防の
ための血液検査を取り入れた健診
を行うことで自分の体を知り、早
い時期から生活習慣病の予防につ
なげる 

・保健センター主体で実
施 
 
・令和 2 年度に 35 歳にな
る者に受診勧奨の個別通
知を実施 
 
・令和元年度にヤング健
診を受診し、動機付け･積
極的支援になった者で令
和 2年度に 36歳～39歳に
なる者に個別通知を実施 

・ヤング健診に関する情
報を広報、ホームページ、
Twitter、Facebook、LINE、
子育てアプリに掲載 
 
・対象年齢が重なる乳が
ん(超音波)検診と同日受
診ができるよう、健診日時
を調整 

市の広報･ 
ホームページ 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームページに特定健
康診査、特定保健指導、健康に関
する情報を掲載 

・保険医療課主体で実施 ・人員、予算を確保し、適
切なスケジュールで実施 
 
・レセプト分析データや、
生活習慣病を予防する食
事方法、特定健康診査等に
ついて広報に掲載 

※暫定値･検証中のものは令和 3年度修正時に令和 2年度の実績値を記入する。 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 

環境の整備 

・意見交換会を年 4 回以
上実施 

・ウイルス感染防止のた
め会合を避け、必要に応
じて各部署と意見交換を
実施 

・毎年、データヘルス計画
の見直しを実施 

・事業が効果的かつ効率
的になるよう、データヘ
ルス計画の見直しを実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・ポイント対象事業数の
拡大(30 事業以上) 
 
・まいか交付者数の増加 
令和元年度:350 人 
令和 2年度:400 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・協力店舗の拡大 

・ポイント対象事業 
103 事業 

 
・まいか交付者数 
令和元年度:613 人 
令和 2年度:171 人 
(内、小学生 100 人) 
(令和 2年 12 月末まで) 
 
・商品券申請者数 
令和元年度:146 人 
令和 2年度: 58 人 
(小学生対象外) 
(令和 2年 12 月末まで) 
 
・まいか協力店舗数 
令和元年度:37 店 
令和 2年度:33 店 

・健康ポイントのアンケ
ートから健康意識の改善
が確認できた者 
 
 
 
 
・まいか交換者数の増加
率(前年比) 
 
 
・商品券交換者数の増加
率(前年比) 

・健康ポイントのアンケ
ートから健康意識の改善
が確認できた者  68 人 
(令和元年度改善が確認
できた者 175 人) 
前年比 107 人減 
 
・まいか交換者数の増加
率(前年比)    27.9% 
(令和 2年 12 月末まで) 
 
・商品券交換者数の増加
率(前年比)    38.4% 
(令和 2年 12 月末まで) 

・定員に対する受診率 
(100%) 

・定員に対する受診率 
74.1%(252 人/340 人) 

・定員に対する受診率 
(100%) 

・定員に対する受診率 
74.1% 

(令和元年度定員に対す
る受診率 78.2%) 
前年比 4.1 ポイント減 

・定期的なホームページ
掲載内容の更新 
 
・年 1 回、健康に関する
情報を広報へ掲載 
 
・随時、特定健康診査と特
定保健指導実施に関する
情報を広報とホームペー
ジへ掲載 

・定期的にホームページ
掲載内容を更新 
 
・広報 11 月 15 日号に健
康に関する情報を掲載 
 
・随時、特定健康診査と特
定保健指導実施に関する
情報を広報とホームペー
ジへ掲載した 

・特定健診受診率の向上
(前年比 2ポイント増) 
 
 
 
・特定保健指導利用率の
向上(前年比 6ポイント
増) 

・特定健診受診率 
42.8% 

(令和元年度法定報告値) 
前年比 0.7 ポイント減 
 
・特定保健指導利用率 

12.5% 
(令和元年度法定報告値) 
前年比 12.8 ポイント減 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

特定健診受診率の向上 

特定健診 

【目的】 
生活習慣病リスクの早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実施 

・保険医療課主体で実施 
 
・市医師会等に委託して
市内医療機関で実施 
 
・実施医療機関を拡大(す
どうからだのケアクリニ
ック、健康塾クリニック) 

・人員、予算を確保し、適
切なスケジュールで実施 
 
・実施医療機関を対象と
した事務説明会を中止し、
各医療機関に資料の個別
配布、健診実施時の感染症
対策のお願いを 5 月･1 月
の 2回実施 
 
・ウイルス感染防止のた
め受診定員が削減された 

特定健診 
未受診者対策 

【目的】 
特定健診受診率向上 
 
【概要】 
過去の健診及び医療機関受診歴か
ら分析した対象者に、ナッジ理論
に基づく個々の特性にあわせた 5
種類の勧奨ハガキを発送 

・ナッジ理論に基づく勧
奨で実績のある委託業者
と契約 
 
・委託業者との打合せ回
数 

2 回 

・適切な対象者の選定 
8,750 人 

 過去 3 年未受診…33.3% 
 甘えん坊   …22.1% 
 面倒くさがり屋…18.0% 
 心配性    …16.3% 
 頑張り屋   …10.3% 

特定保健指導終了率の向上 

特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンドロームによる
リスク保有者の生活習慣病予防及
び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて個別実施 
②委託業者にて訪問による方法で
個別実施 

・保険医療課主体で実施 
 
①動機付け･積極的支援の
実施医療機関を拡大(健康
塾クリニック、わたなべク
リニック) 
 
②適切な委託業者を選定 

・人員、予算を確保 
 
・適切な内容の保健指導
を実施 
 
・新型コロナウイルス感
染症緊急事態宣言により、
令和 2年 4月～5月の対面
による保健指導を中止 

特定保健指導 
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指導実施 
②未実施者への通知･電話勧奨 

①市内医療機関で実施 
 
②委託業者により、利用勧
奨から保健指導まで一体
的に実施 
 
・委託業者との打合せ回
数 

2 回 

・電話勧奨の進捗状況の
把握 
50.0%(4 クール/8 クール) 
 
・未利用理由の把握 
自己管理する  …39.3% 
仕事等が忙しい …23.4% 
かかりつけ医等の指導に
よる      …18.7% 
体調不良･他の病気療養
中･入院中    …6.5% 
制度･基準に不満があるた
め        …4.7% 
やる気がない   …3.7% 
家族の介護･看護のため 
         …0.9% 
障がいがあり訪問看護を
受けている    …0.9% 
以前受けたことがある 
         …0.9% 
その他      …0.9% 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 

特定健診受診率の向上 

・特定健診受診率(60%) 
 
 
 
・40～64 歳の特定健診受
診率(30%) 

・特定健診受診率 
42.8% 

(令和元年度法定報告値) 
 
・40～64 歳の特定健診受 
診率 

27.5% 
(令和元年度法定報告値) 

・特定健診受診率の向上
(前年比 2ポイント増) 

・特定健診受診率 
42.8% 

(令和元年度法定報告値) 
前年比 0.7 ポイント減 

・受診勧奨の実施数 
(8,750 人) 

・受診勧奨の実施数 
8,738 人 

(ハガキ返戻 12 通) 

・受診勧奨者における健
診受診率の向上(前年比 3
ポイント増) 

・受診勧奨者における健
診受診率 

28.2% 
(令和 2年 12月受診まで) 
(令和元年度電話勧奨完
了者の健診受診率 20.7%) 
前年比 7.5 ポイント増 

特定保健指導終了率の向上 

・特定保健指導の利用率
の向上(60%) 
 
 
・特定保健指導の終了率
の向上(前年比3ポイント
増) 

・特定保健指導の利用率 
12.5% 

(令和元年度法定報告値) 
 
・特定保健指導の終了率 

20.7% 
(令和元年度法定報告値) 

・実施者の改善率の向上
(28.9%→35.0%) 
※改善とは、動機付け支
援または積極的支援対象
者から情報提供群へ、積
極的支援から動機付け支
援対象者へシフトする場
合 

・実施者の改善率 
28.8% 

(令和元年度実施者の改
善率 38.0%) 
前年比 9.2 ポイント減 

・電話勧奨の実施者数
(500 人) 

・電話勧奨の実施者数 
216 人 

(令和 2年 12 月分まで) 

・利用勧奨完了者の特定
保健指導利用率(前年比 5
ポイント増) 

・利用勧奨完了者の特定
保健指導利用率 

32.2% 
(令和 2年 12 月分まで) 
(令和元年度利用勧奨完
了者の特定保健指導利用
率 12.5%) 
前年比 19.7 ポイント増 

  



6 

 

事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

生活習慣病 
重症化予防 

【目的】 
健診有所見者の生活習慣病重症化
予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血糖、脂質が有
所見であり、医療機関の受診が確
認できない者に対して、通知･電話
による医療機関受診勧奨を実施 

・保険医療課主体で実施 
 
・電話勧奨は委託業者の
保健師･看護師等が実施 
 
・委託業者との打合せ回
数 

1 回 

・適切な対象者の選定 
381 人 

(うち、電話勧奨 277 人) 

糖尿病性腎症 
重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化するリスクが高い
未受診者、受診中断者を医療に結
び付けることで、糖尿病性腎症を
抑制 
 
【概要①】 
対象者に対して個別に状況を確認
後、適切な措置を実施(通知･電話
による医療機関受診勧奨、生活習
慣病指導) 

・保険医療課主体で実施 
 
・電話勧奨は委託業者の
保健師･看護師等が実施 
 
・委託業者との打合せ回
数 

1 回 

・適切な対象者の選定 
12 人 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖尿病の患者に
対して、かかりつけ医と協力しな
がらプログラムを実施すること
で、自己の健康管理意識を向上さ
せ透析治療等への移行を阻止また
は重症化を遅らせる 

・保険医療課主体で実施 
 
・電話勧奨と保健指導は
委託業者にて実施 
 
・委託業者との打合せ回
数 

1 回 
 
・市内専門医へ事業協力
と参加勧奨依頼のため訪
問 

3 回 
(小牧市民病院、三輪内科、
上西内科) 

・保健指導の進捗状況の
把握 

100% 
 
・プログラム実施状況を
かかりつけ医へ報告 

100% 

【概要③】 
血糖等の値が基準値より高く糖尿
病のリスクがある者に対して、早
い段階で生活習慣を見直し重症化
を予防するために、生活習慣病予
防相談や予備群に対する改善教育
を実施 

・保険医療課主体で保健
センターと連携して実施 
 
・保健センターで週1回行
っている生活習慣病予防
相談(予約制)により実施 

・人員を確保し、適切なス
ケジュールで実施 
 
・通知文とともに糖尿病
に関するリーフレットを
同封 
 
・適切な対象者の選定 

10 月通知 54 名 
1 月通知 367 名 

 
・適切な相談内容で実施 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・医療機関受診勧奨実施
率(通知 100%、電話 50%) 

・医療機関受診勧奨実施
率 

通知(8 月上旬)100.0% 
電話(8･9 月)71.8% 

・実施者の医療機関受診
率の向上(前年比5ポイン
ト増) 
 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合(前
年比 5ポイント増) 

・実施者の医療機関受診
率 

12.9% 
(令和元年度実施者の医
療機関受診率 14.2%) 
前年比 1.3 ポイント減 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合 

50.8%(101 人/199 人) 
(令和元年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の割合 45.3%) 
前年比 5.5 ポイント増 

・医療機関受診勧奨実施
率(通知 100%、電話 50%) 

・医療機関受診勧奨実施
率 

通知(7 月下旬)100.0% 
電話(8･12･3 月)58.3% 

(7 人/12 人) 

・実施者の医療機関受診
率の向上(前年比3ポイン
ト増) 
 
 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合(前
年比 3ポイント増) 

・実施者の医療機関受診
率 

33.3%(4 人/12 人) 
(令和元年度受診勧奨完
了者の医療機関受診率
28.0%) 
前年比 5.3 ポイント増 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

85.7%(6 人/7 人) 
(令和元年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の率 87.5%) 
前年比 1.8 ポイント減 

・保健指導実施者数(10
人) 
 
・保健指導実施率(10%) 
(10 人/参加勧奨対象 100
人) 

・保健指導実施者数 
5 人 

 
・保健指導実施率 

4.3%(5 人/115 人) 

・実施者の検査結果維持
改善率(HbA1c100%、eGFR 
100%) 
 
 
 
 
 
 
 
・実施者の自己管理意識
の改善(100%) 

・実施者の検査結果維持
改善率 

HbA1c 80.0% 
eGFR 100.0% 

(令和元年度実施者の検
査結果維持改善率 HbA1c 
80.0%、eGFR75.5%) 
前年度比HbA1c変化なし、
eGFR24.5 ポイント増 
 
・実施者の自己管理意識
の改善 
令和 3年度のアンケート
結果で評価予定 

・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の割合 
(10%) 

・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の割合 

0.0%(0 人/421 人) 
(令和 2年 12 月分まで) 

・健診結果の維持改善率 
(HbA1c、空腹時血糖) 

・令和 3 年度の健診結果
で評価予定 
(令和元年度健診結果の
維持改善率 HbA1c100.0%、
空腹時血糖 33.3%) 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

糖尿病性腎症 
重症化予防 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムを修了した者に対して、体調の
確認と自己管理の支援を継続する
ことにより、人工透析への移行や
重症化を遅らせる 

・保険医療課主体で実施 
 
・概要②を令和元年度に
実施した委託業者により、
フォローアップ支援を実
施 

・フォローアップ支援の
進捗状況の把握 

100% 
 
・フォローアップ支援対
象者 
4 人/5 人(後期移行 1人) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上 6.4%以下であ
り、生活習慣病にて医療機関未受
診の者(特定保健指導対象者は含
まない)を対象とした集団形式の
教室を実施 

・保険医療課主体で実施 
 
・健康教室の講師は委託
業者の保健師･看護師等が
実施 
 
・委託業者との打合せ回
数 

1 回 

・適切な対象者の選定 
439 人 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
の早期発見 
 
【概要】 
費用の一部補助による検診実施 

・保健センター主体で実
施 
 
・医師会に委託し、市内医
療機関で実施(個別検診) 
 
・業者に委託し保健セン
ター等で実施(集団検診) 
 
・協会けんぽと連携し、被
扶養者で特定健診未受診
の者への勧奨通知による
PR を実施 

乳がん、子宮がん検診は 6
月から 3 月末までの 10 ヶ
月間、その他のがん検診は
6月から2月中旬までの約
9 ヶ月間、医療機関で個別
検診として実施 
 
・保健センター等では集
団検診を 6 月から 3 月ま
での間で 3回以上実施 
 
・未受診勧奨通知送付 
 
・乳がん:40 歳に無料クー
ポン送付 
・子宮がん:20 歳に無料ク
ーポン送付 
・大腸がん:40･45･50･55･
60 歳に無料クーポン送付 
 
・特定健診に胃がん･大腸
がん･肺がん検診と血液検
査を加え、人間ドックとし
た 
 
・乳幼児健診等来所者へ
のチラシ配布 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・フォローアップ支援実
施者数(4 人) 
 
 
・対象者における支援実
施者割合(100%) 

・フォローアップ支援実
施者数 

3 人 
 
・対象者における支援実
施者割合 

75.0%(3 人/4 人) 
※自己管理 1人 

・実施者の自己管理意識
の改善(100%) 
 
 
 
 
 
・実施者の検査結果維持
改善率(100%) 

・実施者の自己管理意識
の改善 

100.0% 
(令和元年度実施者の自
己管理意識の改善 100%) 
前年比増減なし 
 
・実施者の検査結果維持
改善率 
HbA1c 66.7%(2 人/3 人) 
eGFR 50.0%(1 人/2 人) 

(令和元年度実施者の検
査結果維持改善率 HbA1c 
100.0%、eGFR60.0%) 
前年比 HbA1c 33.3ポイン
ト減、eGFR 10 ポイント減 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

・健康教室参加者数(60
人)(単発講座 2 回×30
人) 

・439 人へ案内し、1月 15
日開催 23 人、2月 16 日開
催 17 人申込み 
 
・新型コロナウイルス感
染症による緊急事態宣言
により中止 

・健康教室参加者の健診
結果改善率(HbA1c50%、空
腹時血糖 50%) 
 
・健康教室参加者の意識
改善(アンケート)(100%) 

・新型コロナウイルス感
染症による緊急事態宣言
により中止 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

・各検診受診率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・受診勧奨通知の送付数 
 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者数 

・乳がん(30～59 歳) 
3.2% 

・子宮がん(20～59 歳) 
2.6% 

・大腸がん(40～59 歳) 
2.5% 

・胃がん(40～59 歳) 
1.0% 

・肺がん(40～59 歳) 
1.3% 

 
・受診勧奨通知送付数 

5,839 通 
 
・乳がん 

1,661 人 
・子宮がん 

1,632 人 
・大腸がん 

10,665 人 

・乳がん、子宮がん検診受
診率の向上(前年比1ポイ
ント増) 
 
・大腸がん、胃がん、肺が
ん検診受診率の向上(前
年比 0.5 ポイント増) 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者の検
診受診率 

・分析中 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
早期治療の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検未受診者に対
し、通知でフォローを実施 

・保健センター主体で実
施 
 
・がん検診の要精検判定
者の内、医療機関未受診者
への受診勧奨通知を実施 
 
・がん検診受診者に対す
る精密検査の必要性の啓
蒙を実施 

・がん要精検未受診者へ
の受診勧奨通知発送 
 
・集団がん検診受診者へ
の通知文の変更 
 
・集団がん検診(大腸が
ん)の結果通知に精検受診
勧奨チラシを同封 
 
・要精密検査結果を逐次
データベースに反映させ
るため、データ取り込み作
業を月 1 回実施 

医療費の適正化 

ジェネリック 
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品利用促進によ
る医療費の抑制とあわせ、被保険
者の薬品費の負担軽減 
 
【概要】 
1 薬剤あたりの差額が 200 円以上
の場合に軽減効果額等を記載した
ハガキを送付(年 4 回) 

・保険医療課主体で実施 
 
・国保連に2パターンのハ
ガキ作成を依頼 
対象医薬品① 
高脂血症用剤、消化性潰瘍
用剤、鎮痛･鎮痒･収斂･消
炎剤、糖尿病用剤、他に分
類されない代謝性医薬品、
その他のアレルギー用剤 
対象医薬品② 
不整脈用剤、血圧降下剤、
血管拡張剤、高脂血症用
剤、血液凝固阻止剤、その
他の血液･体液用剤 

・人員、予算を確保し、適
切なスケジュールで実施 
 
・適切な通知の内容で実
施 

重複頻回受診 
重複服薬 
対策 

【目的】 
不適正受診の減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者、重複服薬者へ通
知･電話での指導を実施 

・保険医療課主体で実施 
 
・電話勧奨は委託業者の
保健師･看護師等が実施 
 
・対象者の選定は健康生
きがい推進課と保健セン
ターの保健師の協力を得
て実施 

・人員、予算を確保し、適
切なスケジュールで実施 
 
・適切な内容の通知を実
施 
 
・適切な対象者を選定 

23 人 
①重複受診:3 医療機関以
上重複している場合 0 人 
②頻回受診:1 医療機関に
12 回以上受診している場
合        18 人 
③重複服薬:同系医薬品の
投与日数合計が 60 日を超
える場合      5 人 
 
・適切な内容の指導を実
施 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

・各種がん検診要精検未
受診者へ受診勧奨を通知
(100%) 

・年度末に送付予定 ・要精検者受診率の向上 
(前年比 5ポイント増) 

・分析中 

医療費の適正化  

・年 4 回、対象者へ軽減
効果額通知の配布(100%
実施) 

・対象者への軽減効果額
通知配布回数 

4 回 
対象医薬品① 
 7 月     242 通 
 3 月     330 通 
対象医薬品② 
 10 月     424 通 
 1 月     337 通 

・ジェネリック利用率の
向上 
(前年比 1ポイント増) 

・ジェネリック利用率 
78.1% 

(令和 2 年 1 月から 12 月
診療分まで) 
(令和元年度ジェネリッ
ク利用率 76.1%) 
前年比 2 ポイント増 

・対象者への指導率 
(100%) 

・対象者への指導率 
通知(9 月下旬)100.0% 

電話(10 月) 43.5% 
(10 人/23 人) 

・指導した対象者の受診
適正化率の向上 

・指導した対象者の受診
適正化率 

52.2% 
②44.4%(8 人/18 人) 
③80.0%(4 人/ 5 人) 

(令和元年度指導した対
象 者 の 受 診 適 正 化 率
50.0%) 
前年比 2.2 ポイント増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

医療費の適正化 

重複服薬者 
対策 

【目的】 
不適正服薬者の減少 
 
【概要】 
重複服薬者へ通知による指導を実
施 

・保険医療課主体で実施 
 
・国保連の医薬品適正使
用推進事業を利用 

・人員、予算を確保し、適
切なスケジュールで実施 
 
・適切な内容の通知を実
施 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和 2年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和 2年度) 

医療費の適正化 

・対象者への通知数 ・対象者への通知数 
延べ 39 通 

(7 月 3 通、8月 4 通、9 月
4 通、10 月 4 通、11 月 4
通、12 月 4通、1月 5通、
2 月 5 通、3 月 6通) 
(通知者の実人数 6 人) 
(新型コロナウイルス感
染症拡大による受診控え
を考慮して、4～6 月抽出
分の通知を中止) 

・通知した対象者の服薬
適正化率の向上 

・通知した対象者の服薬
適正化率 

0.0%(0 人/6 人) 
(令和元年度通知した対
象 者 の 服 薬 適 正 化 率
20.0%) 
前年比 20 ポイント減 

 



※ 
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3.実施計画の評価(令和元年度実施分) 

第 2期計画(令和元年度修正版)の実施計画の評価について、暫定値･検証中としていた事業の

実績値を 16 ページ～25ページの表にまとめました。なお、新たに集計した実績値は黄色背景に

て記載しました。 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

環境の整備 

他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくりに関係する部
署と、情報交換及び個別保健事業
の見直しに伴う意見交換会を実施 

・保険年金課主体で実施 
 
・事業により、保健センタ
ー、地域包括ケア推進課、
委託業者と意見交換会等
を実施 

・実施した事業の分析結
果を報告し情報共有した 
今後も事業が効果的かつ
効率的になるような方法
や対象者選定についての
検討を実施する 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

健康いきいき 
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自発的な健康の
維持･改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイントを付与し、貯
まったポイントでサービスを受け
る 

・保健センター主体で実
施 
 
・市内小学校と連携し、夏
休み期間を活用して子ど
も版健康いきいきポイン
トを実施し、親子で健康づ
くりに取り組めるよう働
きかけた 

・健康いきいきポイント
対象事業について、庁内を
はじめ関係機関に対象事
業の照会を実施 
 
・｢まいか｣協力店拡大に
向け、今年度 34 店舗の訪
問を実施し、加えて理容組
合(43 店舗加盟)や小牧商
工会議所青年部(70 店舗
加盟)へ働きかけ、合計
147 店舗に周知 

ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及び指導を受け
る機会を提供し、健康と生活習慣
を振り返るきっかけとする 
 
【概要】 
健診受診機会のない 35～39 歳の
者に対し、メタボリックシンドロ
ーム予防のための血液検査を取り
入れた健診を行うことで自分の体
を知り、早い時期から生活習慣病
の予防につなげる 

・保健センター主体で実
施 
 
・令和元年度に 35 歳にな
る者に受診勧奨の個別通
知を実施 
 
・平成 30 年度にヤング健
診を受診し、動機付け･積
極的支援となった者で令
和元年度に 36～39 歳にな
る者に個別通知を実施 

・対象年齢が重なる乳が
ん(超音波)検診と同日受
診ができるよう、健診日時
を調整した 
 
・ヤング健診に関する情
報を広報、ホームページに
掲載 
 
・効果的な健診となるよ
う検討を実施 

市の広報･ 
ホームページ 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームページに特定健
康診査、特定保健指導、健康に関
する情報を掲載 

・保険年金課が主体とな
り、記事の内容については
保健センターと調整し、記
事の回数や時期について
は広報担当部署と調整し
て実施 

・引き続き、広報に｢健向
ナビ｣をシリーズ化して記
事を掲載できるよう広報
担当部署と打ち合せを実
施し、掲載する記事の内容
について保健センター、委
託業者と検討を実施 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 

環境の整備 

・意見交換会を年 4 回以
上実施 

・意見交換会を含めた事
業実施にかかる打合せを
10 回実施 

・毎年、データヘルス計画
の見直しを実施 

・事業が効果的かつ効率
的になるようデータヘル
ス計画の見直しを実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・ポイント対象事業数の
拡大(30 事業以上) 
 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:300 人 
令和 元年度:350 人 
令和 ２年度:400 人 
 
 
 
 
 
 
・協力店舗の拡大 

・ポイント対象事業 
111 事業 

 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:544 人 
令和 元年度:613 人 
(内、小学生 433 人) 
 
・商品券申請者数 
平成 30 年度:125 人 
令和 元年度:146 人 
(小学生対象外) 
 
・まいか協力店舗数 
平成 29 年度:23 店 
平成 30 年度:32 店 
令和 元年度:37 店 

5 店増 

・特定健診の問診票や健
康ポイントのアンケート
から健康意識の改善を確
認 
 
 
 
 
・参加者、達成者数の拡大 

・健康ポイントのアンケ
ートから健康意識の改善
が確認できた者 

175 人 
(平成 30 年度改善が確認
できた者 133 人) 
前年比 42 人増 
 
・まいか交換者数の増加
率(前年比) 

112.7% 
 
・商品券交換者数の増加
率(前年比) 

116.8% 

・定員に対する受診率
(100%) 

・令和元年度定員に対す
る受診率 

78.2% 
(定員 340 人に対し、受診
者 266 人) 

・定員に対する受診率の
向上(100%) 

・令和元年度定員に対す
る受診率 

78.2% 
(平成 30 年度定員に対す
る受診率 97.6%) 
前年比 19.4 ポイント減 

・定期的なホームページ
掲載内容の更新 
 
・年 2 回広報へ健康に関
する情報の掲載 
 
・随時、特定健康診査と特
定保健指導実施に関する
情報の広報とホームペー
ジへの掲載 

・年 2回広報掲載 
(11 月、3月) 
 
 
 
 
・特定健康診査(5 月～2
月)と特定保健指導(6 月
～3 月)実施に関する情報
の広報とホームページへ
の掲載 

・特定健診受診率の向上 
(前年比 2ポイント増) 
 
 
 
 
・特定保健指導利用率の
向上 
(前年比 6ポイント増) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成30年度法定報告値) 
前年比 1.1 ポイント減 
 
 
・特定保健指導利用率 

25.3% 
(平成30年度法定報告値) 
前年比 3.8 ポイント増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

特定健診受診率の向上 

特定健診 

【目的】 
生活習慣病リスクの早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実施 

・医師会に依頼して市内
医療機関で実施 
 
・協会けんぽと連携した
集団健診、及び市外医療機
関を活用した実施につい
ては引き続き検討 

・案内のマンネリ化を防
ぐため、受診券に同封する
チラシを変更した 
 
・受診しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定健診実施ができるよ
うにした 

特定健診 
未受診者対策 

【目的】 
特定健診受診率向上 
 
【概要】 
①未受診者への通知･電話による
受診勧奨 
②他機関受診者等へ結果提供依頼
通知を送付 

①電話による受診勧奨は、
業者に委託することにより
実施 
ハガキによる受診勧奨は、
保険年金課で作成したハガ
キを送付 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②結果提供依頼について
は、電話受診勧奨にて委託
業者から効率的に啓発を実
施 

①電話による受診勧奨は、
委託業者と打合せのほか、
随時メールや電話で意思疎
通を図ることで、スムーズ
に事業を実施することがで
きた 
電話詐欺の影響により、住
民に電話勧奨に対する不信
感や不安感があるため、広
報や受診券･保険証送付時
にチラシを入れて周知を図
った 
電話勧奨の継続について検
討を実施 
ハガキによる勧奨は、送付
時期を電話勧奨前にするこ
とにより、電話勧奨が効果
的になるようにした 
 
②結果提供は、引き続き電
話による受診勧奨時に実施
し、返信率を高めるために
依頼文にマスクを同封した 

特定保健指導終了率の向上 

特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンドロームによる
リスク保有者の生活習慣病予防及
び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて個別実施 
②委託業者にて訪問による方法で
個別実施 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
 
 
②保険年金課が主体とな
り、業者に委託して実施 

①利用しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定保健指導が実施でき
るようにした 
 
②委託業者と打合せをし
て、案内の内容、訪問場所、
スケジュールを具体的に
決めて実施 

特定保健指導 
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指導実施 
②未実施者への通知･電話勧奨 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
 
 
②利用率向上のため、電話
による利用勧奨から訪問
による特定保健指導の予
約を一体で出来るよう、同
じ委託業者で実施 

①利用しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定保健指導が実施でき
るようにした 
 
②利用しやすい環境整備
のため、情報通信技術を活
用した遠隔面接を実施で
きるようにした 
再勧奨の利用案内通知を
1 月下旬に発送した 
電話利用勧奨の進捗状況
の把握 

100% 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 

特定健診受診率の向上 

・特定健診受診率(60%) 
 
 
 
・40～64 歳の特定健診受
診率(30%) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成30年度法定報告値) 
 
・40～64 歳の特定健診受 
診率 
26.8%(2,087人/7,801人) 
(平成30年度法定報告値) 

・特定健診受診率の向上
(前年比 2ポイント増) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成30年度法定報告値) 
前年比 1.1 ポイント減 

・電話勧奨実施者数 
(4,000 人) 
 
 
 
・電話勧奨で通話した対
象者の割合 
(40.0%) 
 
 
 
 
 
・勧奨ハガキ送付数 
(10,000 通) 
 
 

・電話勧奨実施者数(9･10
月実施) 

4,000 人 
 
 
・電話勧奨で通話した対
象者の割合 

全体 61.7% 
40～59 歳 58.5% 

 
 
 
 
・勧奨ハガキ送付数 

13,566 通 
(8 月下旬発送、令和元年
度未受診者)  

・電話勧奨完了者の健診
受診率 
(前年比 3ポイント増) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・勧奨ハガキ送付者の健
診受診率 
(27.0%) 

・電話勧奨完了者の健診
受診率 

全体 20.7% 
40～59 歳 10.1% 

(平成 30 年度電話勧奨完
了者の健診受診率全体 
27.3%、40～59 歳 17.2%) 
前年比 
全体   6.6 ポイント減 
40～59 歳 7.1 ポイント減 
 
 
 
・勧奨ハガキ送付者の健
診受診率 

17.5% 

特定保健指導終了率の向上 

・特定保健指導の利用率
の向上(60%) 
 
 
・特定保健指導の終了率
の向上 
(前年比 3ポイント増) 

・特定保健指導利用率 
25.3% 

(平成30年度法定報告値) 
 
・特定保健指導の終了率 

21.2% 
(平成30年度法定報告値) 

・実施者の改善率の向上 
(28.9%→35.0%) 
※改善とは、動機付け支
援または積極的支援対象
者から情報提供群へ、積
極的支援から動機付け支
援対象者へシフトする場
合 

・実施者の改善率 
38.0% 

(平成 30 年度実施者の改
善率 35.8%) 
前年比 2.2 ポイント増 

・医療機関での特定保健
指導利用者数 
 
 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
実施者数 
(600 人) 

・医療機関での特定保健
指導利用者数 

108 人 
(内、77 人早期実施) 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
実施者数 

465 人 

・特定保健指導終了率の
向上 
(前年比 5ポイント増) 
 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
完了者の利用率 
(前年比 5ポイント増) 

・特定保健指導終了率 
21.2% 

(平成30年度法定報告値) 
前年比 5.1 ポイント増 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
完了者の利用率 

12.5% 
前年比 17.9 ポイント減 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

医療機関 
未受診者対策 

【目的】 
健診有所見者の生活習慣病重症化
予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血糖、脂質が有
所見であり、医療機関の受診が確
認できない者に対して、通知･電話
による医療機関受診勧奨を実施 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
は個別の要医療該当項目
を明記した通知文を作成
し、要医療該当項目予防に
関するパンフレットを同
封して送付した 

糖尿病性腎症 
重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化するリスクが高い
未受診者、受診中断者を医療に結
び付けることで、糖尿病性腎症を
抑制 
 
【概要①】 
対象者に対して個別に状況を確認
後、適切な措置を実施(通知･電話
による医療機関受診勧奨、生活習
慣病指導) 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
は個別の糖尿病性腎症の
ステージを明記した通知
文を作成し、糖尿病性腎症
についてのパンフレット
を同封して送付した 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖尿病の患者に
対して、かかりつけ医と協力しな
がらプログラムを実施すること
で、自己の健康管理意識を向上さ
せ透析治療等への移行を阻止また
は重症化を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
の作成、保健指導を業者に
委託して実施 
 
・かかりつけ医に対象者
への参加協力依頼をした 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話参加
勧奨方法等を具体的に決
めて実施 
 
・医師会や糖尿病専門医
と事業の情報共有をして、
協力依頼をした 

【概要③】 
血糖等の値が基準値より高く糖尿
病のリスクがある者に対して、早
い段階で生活習慣を見直し重症化
を予防するために、生活習慣病予
防相談や予備群に対する改善教育
を実施 

・保健センターと連携し
て、保険年金課主体で実施 

・保健センターと打合せ
をして、事業のスケジュー
ル、対象者抽出条件、発送
時期等を具体的に決めて
実施 
 
・案内通知に糖尿病に関
するパンフレットを同封
して送付した 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムを修了した者に対して、体調の
確認と自己管理の支援を継続する
ことにより、人工透析への移行や
重症化を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・案内通知の作成、フォロ
ーアップ支援を業者に委
託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
電話勧奨方法等を具体的
に決めて実施 
 
・委託業者の電話勧奨後、
不参加の者に対し保険年
金課から電話をして意思
確認をした 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・医療機関受診勧奨通知
実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
7 月 31 日発送 
通知:356 人 

(内、電話指導:258 人 
(内、勧奨完了者 148 人)) 
 

・実施者の医療機関受診
率の向上 
(前年比 5ポイント増) 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合 
(肯定的な返答者/勧奨完
了者) 

・実施者の医療機関受診
率        14.2% 
(平成 30 年度医療機関受
診率 14.0%) 
前年比 0.2 ポイント増 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合 

45.3%(67 人/148 人) 
(平成 30 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の割合 52.9%) 
前年比 7.6 ポイント減 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
(各年度の実施計画によ
る人数)  

・医療機関受診勧奨実施
者数 
7 月 31 日発送 

 通知:26 人 
(内、勧奨完了者 16 人) 
 

・実施者の医療機関受診
率の向上 
(前年比 3ポイント増) 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合 
(肯定的な返答者/勧奨完
了者) 

・実施者の医療機関受診
率        28.0% 
(平成 30 年度医療機関受
診率 16.7%) 
前年比 11.3 ポイント増 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の割合 

87.5%(14 人/16 人) 
(平成 30 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の割合 66.7%) 
前年比 20.8 ポイント増 

・保健指導実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・保健指導実施者数 
6 人 

(参加勧奨対象者 93 人の
内、6 人実施) 
※実施者 6人の内、１人
は途中中断 

・実施者の病期悪化防止
率 

・実施者の病期悪化防止
率 

66.7%(2 人/3 人) 
(平成 30 年度実施者の病
期悪化防止率 100.0%) 
前年比 33.3 ポイント減 

・相談実施者の意識改善
(アンケート) 
 
・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の率 
(10%) 

・アンケート内容検討中
のため未実施 
 
・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の率 

1.8%(14 人/782 人) 

・健診結果の改善(HbA1c、
空腹時血糖) 

・健診結果の改善 
HbA1c 

100.0%(10 人/10 人) 
空腹時血糖 

33.3%(1 人/3 人) 
(平成 30 年度健診結果の
改善 HbA1c 改善率 70.6%、
空腹時血糖改善率 55.6%) 
前年比 HbA1c29.4 ポイン
ト増、空腹時血糖 22.3 ポ
イント減 

・フォローアップ支援実
施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数)  

・フォローアップ支援実
施者数 

12 人(12 人/15 人) 

・実施者の自己管理意識
の改善 
 
・実施者の健診結果維持
改善率(HbA1c、eGFR) 

・実施者の自己管理意識
の改善      100% 
 
・実施者の健診結果維持
改善率(H30→R1) 
HbA1c 40.0%(2 人/5 人) 
eGFR 100.0%(5 人/5 人) 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上 6.4%以下であ
り、生活習慣病にて医療機関未受
診者(特定保健指導対象者は含ま
ない)を対象とした集団形式の教
室を実施 

・保健センターと連携し
て、保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
のデザイン、教室(講師･内
容)等を業者に委託して実
施 
 

・教室の形態を1回から連
続 2回講座にした。 
 
・保健センターに機材の
借用や啓発用パネルやパ
ンフレットの提供依頼を
した 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
の早期発見 
 
【概要】 
費用の一部補助による検診実施 

・医師会に委託し、市内医
療機関で実施(個別検診) 
 
 
 
 
・業者に委託し保健センタ
ー等で実施(集団検診) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと連携:集団
検診同時開催と被扶養者で
特定健診未受診者への勧奨
通知での PR を行う 

・乳がん、子宮がん検診は 3
月末までの 10 ヶ月間、その
他のがん検診は 2 月中旬ま
での約 9 ヶ月間、医療機関
で個別検診として実施 
 
・保健センター等では集団
検診を 6 月から 3 月までの
間で 3回以上実施 
 
・未受診勧奨通知送付 
 
・乳がん:40 歳に無料クー
ポン送付 
・子宮がん:20 歳に無料ク
ーポン送付 
・大腸がん:40･45･50･55･
60 歳に無料クーポン送付 
 
・特定健診に胃がん･大腸
がん･肺がん検診と血液検
査を加え、人間ドックとし
た 
 
・協会けんぽと集団検診同
時開催時のセット受付化
(胃･大腸) 
 
・乳幼児健診等来所者への
チラシ配布 

がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
早期治療の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検未受診者に対
し、通知でフォローを実施 

・保健センター主体で実
施 
 
・がん検診の要精検判定
者の中で、医療機関未受診
者への受診勧奨通知を実
施 
 
・がん検診受診者に対す
る精密検査の必要性の啓
蒙を実施 

・がん要精検未受診者へ
の受診勧奨通知発送 
 
・集団がん検診受診者へ
の通知文の変更 
 
・集団がん検診(大腸が
ん)の結果通知に精検受診
勧奨チラシを同封 
 
・要精密検査結果を逐次
データベースに反映させ
るため、データ取り込み作
業を月 1 回に増加 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

・年間 60 人に実施 
(各 30 人×2 回実施) 
 
 
・集団形式の教室参加者
の意識改善(アンケート) 
※教室実施後のアンケー
トで、今後生活習慣病予
防のためにやってみよう
と思うことがあると答え
た人の率 

・教室参加者数   
1 回目:32 人 
2 回目:27 人 

 
・教室参加者の意識改善
率(アンケート)   

97.1% 
(33 人/34 人) 

(延べ人数:食事 26 人、運
動 21 人、減塩 8 人、その
他 2人) 

・集団形式の教室参加者
の健診結果改善率 
(HbA1c、空腹時血糖) 

・集団形式の教室参加者
の健診結果改善率 

HbA1c 94.1% 
空腹時血糖 42.9% 

(平成 30 年度健診結果改
善率 HbA1c60.0%、空腹時
血糖 61.5%) 
前年度比 HbA1c 34.1 ポイ
ント増、空腹時血糖 18.6
ポイント減 

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

・各検診受診率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・受診勧奨通知の送付数 
 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者数 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと集団検診
セット受付件数 

・乳がん(30～59 歳) 
4.3% 

・子宮がん(20～59 歳) 
3.1% 

・大腸がん(40～59 歳) 
3.8% 

・胃がん(40～59 歳) 
1.7% 

・肺がん(40～59 歳) 
1.9% 

 
・受診勧奨通知送付数 

1,635 通 
 
・乳がんクーポン配布者
数       1,705 人 
・子宮がんクーポン配布
者数      1,595 人 
・大腸がんクーポン配布
者数     10,677 人 
 
・協会けんぽと集団検診
同時開催時セット受付数 

134 件 

・胃、大腸、肺がん検診受
診率の向上(前年比2ポイ
ント増) 
 
・乳、子宮がん検診受診率
の向上(前年比1ポイント
増) 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者の検
診受診率 

・乳がん      5.8% 
前年比 0.2 ポイント減 
 
・子宮がん     4.3% 
前年比 0.1 ポイント増 
 
・大腸がん     5.1% 
前年比 0.1 ポイント減 
 
・胃がん      2.3% 
前年比 0.1 ポイント減 
 
・肺がん      2.7% 
前年比 0.2 ポイント減 

・各種がん検診要精検未
受診者へ受診勧奨を通知
(100%) 

・封書による受診勧奨の
実施数 

第 1回 246 件 
第 2回 195 件 

・要精検者受診率の向上 
(前年比 5ポイント増) 

・子宮がん     51.8% 
前年比 3.2 ポイント減 
 
・乳がん      98.9% 
前年比 25.9 ポイント増 
 
・大腸がん     44.8% 
前年比 5.2 ポイント減 
 
・胃がん      56.3% 
前年比 12.1 ポイント減 
 
・肺がん      86.7% 
前年比 15.6 ポイント増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

医療費の適正化 

ジェネリック 
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品利用促進によ
る医療費の抑制とあわせ、被保険
者の薬品費の負担軽減 
 
【概要】 
1 薬剤あたりの差額が 200 円以上
の場合に軽減効果額等を記載した
ハガキを送付(年 4 回) 

・保険年金課主体で、国保
連合会にハガキの作成を
依頼し、対象となる品目を
変えて 2 パターンで通知 
※パターン 1:高脂血症用
剤、消化性潰瘍用剤、鎮痛･
鎮痒･収斂･消炎剤、糖尿病
用剤、他に分類されない代
謝性医薬品、その他のアレ
ルギー用剤 
※パターン 2:不整脈用
剤、血圧降下剤、血管拡張
剤、高脂血症用剤、血液凝
固阻止剤、その他の血液･
体液用剤 

・事業のスケジュールを
決めて、国保連合会に依頼
して実施 
 
・ジェネリック医薬品を
広く周知するため、12 月
発送分のみ 1 薬剤あたり
の差額を 100 円以上とし
てハガキを送付した 

重複･頻回 
受診対策 

【目的】 
不適正受診の減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者へ通知･電話での
指導を実施 

・保健センターと地域包
括ケア推進課と連携し、保
険年金課主体で実施 
 
・対象者候補の抽出と対
象者への電話指導を業者
に委託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に定めて
実施 
 
・重複･頻回受診指導対象
者の検討会を開催し、保健
センターと地域包括ケア
推進課と検討して選定し
た 

重複服薬者 
対策 

【目的】 
不適正服薬者の減少 
 
【概要】 
重複服薬者へ通知による指導を実
施 

・保険年金課主体で、国保
連合会に通知文の作成を
依頼して実施 

・抽出対象者を課内で話
し合い、選定した 
 
・初めての事業のため、運
用ルールを定めた 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

医療費の適正化  

・年 4 回の対象者への配
布(100%実施) 

・対象者への配布回数 
4 回 

パターン 1 
 7 月     284 通 
12 月     462 通 
パターン 2 
10 月     484 通 

 3 月     333 通 

・ジェネリック利用率の
向上 
(前年比 1ポイント増) 

・ジェネリック利用率 
76.1% 

(平成 30 年度ジェネリッ
ク利用率 72.3%) 
前年度比 3.8 ポイント増 
(参考) 
旧指標 
ジェネリック利用率 
平成 29 年度   67.3% 
平成 30 年度   73.8% 
 
旧指標:薬品品数から求
めた利用率(県の基準) 
新指標:数量シェアから
求めた利用率(国の基準) 
※令和元年度から国の基
準へ変更 

・対象者への指導率 
(100%) 
 

・対象者への指導率 
100.0% 

(通知･電話指導 11 名) 
 

・指導した対象者の受診
適正化率の向上 

・指導した対象者の受診
適正化率    50.0% 
重複受診  0.0% 

(0人/1人) 
頻回受診 62.5% 

(5人/8人) 
 重複服薬 33.3% 
       (1人/3人) 
 
(平成 30 年度受診適正化
率 76.9%) 
前年比 26.9 ポイント減 

・対象者への通知数 ・対象者への通知数 
       延べ 10 通 
(5 月 1 通、8月 2通、9
月 1通、11 月 2 通、12
月 1通、2月 3通) 
(通知者の実人数 5 人) 

・通知した対象者の服薬
適正化率の向上 

・通知した対象者の服薬
適正化率 

20.0%(5 人中 1名改善) 

  



※ 
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4.保健事業実施計画の修正 

抽出した課題、設定した目的と目標について、中間評価を踏まえて、令和 3年度から令和 5年

度の保健事業の重点課題として取り組む事業の実施計画を修正し、28ページ～37 ページの表に

まとめました。 
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課
題 事業名 事業の目的及び概要 

年
齢 

中間評価 実施計画 

平成 30 
～令和 2年度 

令和 3 年度 令和 4 年度 

環境の整備 

1 ア 
他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくり
に関係する部署と、
情報交換及び個別保
健事業の見直しに伴
う意見交換会を実施 

－ 

・市の健康課題や第
6 次小牧市総合計画、
第2次健康日本 21こ
まき計画の施策を反
映させた事業を実施 

・継続 ・継続 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

2 ア 
健康いきいき
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自
発的な健康の維持･
改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイント
を付与し、貯まった
ポイントでサービス
を受ける 

－ 

・まいか交付者数 
H29 113 人→R1 613
人 
 
・健康意識の改善が
確認できた人数 
H30 133 人→R1 175
人 
 
継続して健康意識の
向上、健康行動の継
続を促すことができ
るよう内容や取組期
間を検討する。 

・期間を 2 年
から 1 年へ変
更 
 
・点数券を廃
止し、ポイント
の自己申告制
へ変更 

・継続 

3 ア ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及
び指導を受ける機会
を提供し、健康と生
活習慣を振り返るき
っかけとする 
 
【概要】 
メタボリックシンド
ローム予防のための
血液検査を取り入れ
た健診を行うことで
自分の体を知り、早
い時期から生活習慣
病の予防につなげる 

35
～
39 

・定員に対する受診
率 
H28 81.0%→R2 74.1% 
 
SNS を活用すること
やがん検診と併せて
周知するなど、事業
の周知方法を工夫す
る。 

・継続 ・継続 

4 ア 
健康に関する
情報発信 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームペ
ージ･SNS に特定健康
診査、特定保健指導、
健康に関する情報を
掲載 － 

・市政モニターの生
活習慣病リスク項目
において、知ってい
ると回答した者の割
合 

R2 78.0% 
 
・健診質問票の生活
習慣改善において、
｢あり｣以上の回答を
した者の割合 
H28 68.6%→R1 70.7% 
 
SNS を活用するなど、
健康意識の啓発方法
を工夫する。 

・広報に掲載
した健康に関
する情報を、市
公式 LINE から
も発信 

・継続 
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実施計画 目標 

令和 5 年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

環境の整備 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・関連部署によ
る連携 

・各個別事業の
効果検証と評価 
 
・保健事業に関
する意思の共有
化 

・意見交換の実施 ・毎年、データヘ
ルス計画の見直
しを実施 

・市全体の健康
課題や施策を反
映させた事業の
展開 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・継続 ・健康生きがい
推進課主体 

・適正な実施
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 

・ポイント対象事
業数 
 
・まいか協力店舗
数 
 
・まいか交付者数 
 
・商品券申請者数 

・健康ポイント
のアンケートか
ら健康意識の改
善が確認できた
人数 

・健康寿命の延
伸 

・継続 ・保健センター
主体 
 
・市内保育園、
幼稚園通園保護
者にがん検診と
併せてチラシを
配布 
 
・市広報、各種
SNS を利用した
事業の周知 

・適正な実施
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 

・定員に対する受
診率(100%) 

・定員に対する
受診率(100%) 

・特定保健指導
対象者の減少 

・継続 ・保険医療課主
体 

・適正な実施 
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 
 
・健康意識向上
及び特定健康診
査等受診率向上
に効果的な内容
となっているか
確認 

・定期的なホーム
ページ掲載内容の
更新 
 
・広報(11 月 15 日
号)と市 SNS へ、生
活習慣病予防を目
的とした健康に関
する情報の掲載 

・特定健康診査
受診率(60%) 
 
・特定保健指導
終了率(60%) 

・メタボリック
シンドローム該
当者の減少率 
(25%) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

中間評価 実施計画 

平成 30 
～令和 2年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

特定健康診査受診率の向上 

5 ア 特定健康診査 

【目的】 
生活習慣病リスクの
早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実
施 

40
～
74 

・メタボリックシン
ドローム該当者･予
備群該当者割合 
H28 29.6%→R1 31.3% 
 
引続き、対象者の都
合がつきやすい個別
受診の機会を維持
し、わかりやすい案
内(受診券、結果通
知)に努める。また、
効果的な受診勧奨方
法を模索するととも
に、職場等の健康診
断結果を提供いただ
く仕組みや、インセ
ンティブを検討す
る。 

・継続 ・継続 

6 ア 
特定健康診査
未受診者対策 

【目的】 
特定健康診査受診率
向上 
 
【概要】 
未受診者への通知に
よる受診勧奨 

40
～
74 

・特定健康診査受診
率 
H28 44.0%→R1 42.8% 
 
年度ごとに効果検証
を重ね、併せて未受
診者の特性を分析す
ることで、勧奨のタ
ーゲット層や勧奨方
法を検討し、より効
果的な受診勧奨方法
を模索する。 

・受診勧奨ハ
ガキの枚数と
回数を増やし
て効果を検証 

・継続 

特定保健指導終了率の向上 

7 イ 特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンド
ロームによるリスク
保有者の生活習慣病
予防及び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて
個別実施 
②委託業者にて、訪
問による方法で個別
実施 

40
～
74 

・メタボリックシン
ドローム該当者･予
備群該当者割合 
H28 29.6%→R1 31.3% 
 
委託業者による利用
勧奨を工夫する。た
だし、新型コロナウ
イルス感染症の影響
が予想される。 

・継続 ・継続 

8 イ 
特定保健指導
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用
率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指
導実施 
②未実施者への通
知･電話勧奨 

40
～
74 

・利用勧奨完了者の
特定保健指導利用率 
H28 13.0%→R1 12.5% 
 
引続き電話利用勧奨
を継続し、通知･電話
に工夫を重ねる。 

・継続 ・継続 
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実施計画 目標 

令和 5 年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

特定健康診査受診率の向上 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・集団健診や実
施医療機関の充
実等、受診機会
の拡大 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な案内方
法 

・特定健康診査
受診率(60%) 
 
・40～64 歳の特
定健康診査受診
率(30%) 

・特定健康診査
受診率(60%) 

・メタボリック
シンドローム該
当者の減少率 
(25%) 

・継続 ・適切な委託業
者の選定 
 
・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 

・適切な対象者
の選定 

・受診勧奨の実
施数 

・受診勧奨者に
おける健診受診
率(前年比3ポイ
ント増) 

・特定健康診査
受診率(60%) 

特定保健指導終了率の向上 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 
 
・小牧市医師会
への委託以外の
実施体制を構築 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な保健指
導の内容 

・特定保健指導
利用率(前年比 3
ポイント増) 
 
・特定保健指導
終了率(60%) 

・実施者の改善
率の向上(35%) 
※改善とは、動
機付け支援また
は積極的支援対
象者から情報提
供群へ、積極的
支援から動機付
け支援対象者へ
シフトする場合 

・メタボリック
シンドローム該
当者の減少率 
(25%) 

・継続 ・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 

・電話勧奨の進
捗 状 況 の 把 握
(100%) 
 
・未利用理由の
把握 

・電話勧奨の実
施者数(500 人) 

・利用勧奨完了
者の特定保健指
導利用率(前年
比5ポイント増) 

・特定保健指導
終了率(60%) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

中間評価 実施計画 

平成 30 
～令和 2年度 

令和 3 年度 令和 4 年度 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

9 ウ 
生活習慣病 
重症化予防 

【目的】 
健診有所見者の生活
習慣病重症化予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血
糖、脂質が有所見で
あり、医療機関の受
診が確認できない者
に対して、通知･電話
による医療機関受診
勧奨を実施 

40
～
74(

基
準
対
象
者)

 

・実施者の医療機関
受診率 
H28 23.7%→R1 14.2% 
 
保健センターとの連
携も含めて受診勧奨
方法を工夫する。 

・電話勧奨の
ハガキ予告を
検討 

・継続 

10 ウ 
糖尿病性腎症
重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化する
リスクが高い未受診
者、受診中断者を医
療に結び付けること
で、糖尿病性腎症を
抑制 
 
【概要①】 
対象者に対して個別
に状況を確認後、適
切な措置を実施(通
知･電話による医療
機関受診勧奨、生活
習慣病指導) 

40
～
74(

基
準
対
象
者)

 
・糖尿病患者に占め
る未治療･治療中断
者の割合 

R1 7.4% 
 
引続き同様に事業を
実施するとともに、
保健センターとの連
携を模索する。 

・電話勧奨の
ハガキ予告を
検討 
 
・保健センタ
ーとの連携を
検討 

・継続 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖
尿病の患者に対し
て、かかりつけ医と
協力しながらプログ
ラムを実施すること
で、自己の健康管理
意識を向上させ透析
治療等への移行を阻
止または重症化を遅
らせる 

40
～
74(

基
準
対
象
者)

 

・継続 
 
・保健センタ
ーとの連携を
検討 

・継続 

【概要③】 
血糖等の値が基準値
より高く糖尿病のリ
スクがある者に対し
て、早い段階で生活
習慣を見直し重症化
を予防するために、
生活習慣病予防相談
や予備群に対する改
善教育を実施 

40
～
74(

基
準
対
象
者)

 

・継続 ・継続 
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実施計画 目標 

令和 5 年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・電話勧奨は委
託業者の保健師
等により実施 
 
・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 

・適切な対象者
の選定 

・医療機関受診
勧奨実施率(通
知 100%、電話
80%) 

・実施者の医療
機関受診率(前
年比 5 ポイント
増) 
 
・医療機関受診
に対する肯定的
な 回 答 の 割 合
(前年比5ポイン
ト増) 

・実施者の医療
機関受診率(前
年比 5 ポイント
増) 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・電話勧奨は委
託業者の保健師
等により実施 
 
・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 

・適切な対象者
の選定 

・医療機関受診
勧奨実施率(通
知 100%、電話
80%) 

・実施者の医療
機関受診率(前
年比 5 ポイント
増) 
 
・医療機関受診
に対する肯定的
な 回 答 の 割 合
(前年比5ポイン
ト増) 

・糖尿病患者に
占める未治療･
治療中断者の割
合(7%) 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・電話勧奨と保
健指導は委託業
者の保健師等に
より実施 
 
・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 
 
・市内専門医の
訪問(3 回) 

・保健指導の進
捗 状 況 の 把 握
(100%) 
 
・かかりつけ医
への報告(100%) 

・保健指導実施
者数(10 人) 

・実施者の検査
結果維持改善率
(HbA1c、eGFR) 
(60%) 
 
・実施者の自己
管理意識の改善
(100%) 

・継続 ・保健センター
と連携して、保
険年金課主体で
実施 

・適正な実施(人
員確保、スケジ
ュール) 
 
・適切な通知の
内容 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・適切な相談内
容 

・予防相談利用
率(10%) 

・健診結果の改
善率(HbA1c、空
腹時血糖) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 年
齢 

中間評価 実施計画 

平成 30 
～令和 2年度 

令和 3 年度 令和 4 年度 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

10 ウ 
糖尿病性腎症 
重症化予防 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化
予防プログラムを修
了した者に対して、
体調の確認と自己管
理の支援を継続する
ことにより、人工透
析への移行や重症化
を遅らせる 

40
～
74(

基
準
対
象
者)

 

・糖尿病患者に占め
る未治療･治療中断
者の割合 

R1 7.4% 
 
引続き同様に事業を
実施するとともに、
保健センターとの連
携を模索する。 

・継続 
 
・保健センタ
ーとの連携を
検討 

・継続 
 
・保健センタ
ーとの連携 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

11 
イ 

ウ 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予
防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上
6.5%未満であり、生
活習慣病にて医療機
関未受診の者(特定
保健指導対象者は含
まない)を対象とし
た集団形式の教室を
実施 

35
～
74(

基
準
対
象
者)

 

教室形式のためウイ
ルス感染の影響が大
きく、また対象者数
が限られてしまう。
このため、ウイルス
感染に配慮しつつ、
より多くの対象者へ
アプローチするため
に当該事業を廃止
し、保健センター開
催の生活習慣病予防
相談(通年･個別形
式)の案内を強化す
る。 

  

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

12 ウ 各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、
胃、肺)がんの早期発
見 
 
【概要】 
費用の一部補助によ
る検診実施 

20
～ 

・受診しやすい体制、
周知方法について再
検討 

・継続 
 
・未受診者へ
の受診勧奨時
の PR 方法につ
いて検討 
 
・がん検診実
施医療機関の
拡大 

・継続 
 
・乳がん無料
クーポン未利
用者に対する
受診勧奨を実
施 

13 ウ 
がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、
胃、肺)がん早期治療
の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検未
受診者に対し、通知
でフォローを実施 

20
～ 

・受診勧奨方法の見
直し 
 
・受診しやすい体制、
周知方法について再
検討 

・継続 ・継続 
 
・健診受診者
に対して精密
検査の必要性
を PR する方法
を検討 
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実施計画 目標 

令和 5 年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・継続 ・概要②を前年
度に実施した委
託業者により実
施 
 
・委託業者との
打 合 せ 回 数 (2
回) 
 
・令和 5 年度ま
でに保健センタ
ー主体で実施で
きる体制を整備 

・フォローアッ
プ支援の進捗状
況の把握(100%) 

・フォローアッ
プ支援実施者数
(プログラム修
了者全員) 
 
・対象者の内の
支援実施者割合
(100%) 

・実施者の検査
結果維持改善率
(HbA1c、eGFR) 
(60%) 
 
・実施者の自己
管理意識の改善
(100%) 

・糖尿病患者に
占める未治療･
治療中断者の割
合(7%) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

      

各種がん検診受診率向上及び要精検者へのフォロー強化 

・継続 ・保健センター
主体で実施 

・事前予約で医
療機関の個別検
診や保健センタ
ー等での集団検
診を実施 

・5 大がん検診
受診率(前年比
0.1 ポイント増) 
 
・受診勧奨通知
の送付数 
 
・乳がん、子宮が
ん、大腸がんク
ーポン配布者数 

・5 大がん検診
受診率(前年比
0.1 ポイント増) 

・5 大がん検診
平均受診率 
(10%) 

・継続 ・保健センター
主体 

・検診受診後、要
精検未受診者に
対し、受診勧奨
を通知 

・各種がん検診
要精検未受診者
へ受診勧奨を通
知(100%) 

・要精検者受診
率(前年比3ポイ
ント増) 

・要精検受診率
(70%) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

中間評価 実施計画 

平成 30 
～令和 2年度 

令和 3 年度 令和 4 年度 

医療費の適正化 

14 エ 
ジェネリック
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品
利用促進による医療
費の抑制とあわせ、
被保険者の薬品費の
負担軽減 
 
【概要①】 
軽減効果額等を記載
したハガキを送付 

18
～
74 

・ジェネリック医薬
品利用率の向上 
H28 64.1%→R1 76.1% 
 
性年齢別や医薬品別
に利用率が低い層を
分析し、差額通知と
は別にジェネリック
医薬品の周知に努め
る。 

・継続 
 
・ハガキ通知
対象を、すべて
の医薬品、18
歳以上の被保
険者、1被保険
者あたり 100
円以上の差額、
投与期間の条
件なしに拡張 
 
・利用率が低
い層へハガキ
とパンフレッ
トを送付 

・継続 

【概要②】 
ジェネリック医薬品
の使用状況を年齢別
に類型化し、服薬者
の多い層において、
薬品及び病名を分析
した上で、効果的な
案内を実施 

60
～
74 

・令和元年度以降は
事業廃止 

  

15 エ 
重複･頻回受診 

重複服薬 
対策 

【目的】 
不適正受診･服薬の
減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者、重
複服薬者へ通知･電
話での指導を実施 

40
～
74 

・指導した対象者の
受診適正化率 
H28 50.0%→R1 50.0% 
 
重複服薬者を対象に
加えて、同様に事業
を実施するととも
に、保健センターと
の連携を模索する。 

・継続 
 
・受診行動に
あわせた通知
文の検討 

・継続 
 

16 エ 
重複服薬者 

対策 

【目的】 
不適正服薬者の減少 
 
【概要】 
重複服薬者へ通知に
よる指導を実施 40

～
74 

・通知した対象者の
服薬適正化率の向上 

R1 20.0% 
 
既存の重複･頻回受
診対策に重複服薬対
策を加える。 
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実施計画 目標 

令和 5 年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

医療費の適正化 

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・国保連に差額
通知ハガキの作
成を依頼 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知の
内容 

・対象者への配
布数(1,200 枚) 

・ジェネリック
医 薬 品 利 用 率
(80%) 
 
・パンフレット
同封対象者の切
替え率(10%) 

・ジェネリック
医 薬 品 利 用 率
(80%) 

      

・継続 ・保険医療課主
体 
 
・委託業者の選
定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知の
内容 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・適切な指導内
容 

・対象者への指
導率(100%) 

・対象者の受診
適正化率(60%) 

・対象者の受診
適正化率(60%) 

      

 


